
公益財団法人島根県建設技術センター 令和５年度事業計画 

Ⅰ．基本方針 

近年、公共事業を取り巻く環境は大きく変容し続けており、「安心・安全な暮らしを

守る国土強靱化対策」、「ＤＸの推進」、「建設産業の担い手確保」など、それぞれに適切

な対応が求められています。  

こうした状況の中、当センターは、「良質な社会資本の整備を推進し、県民の福祉の

向上に寄与する」という目的の基、県内の地方公共団体が施行する建設事業の適正かつ

効率的な執行の支援、公共工事に携わる技術者の資質の向上、公共土木施設維持管理支

援を３つの柱に引き続き事業に取り組むこととし、特に人材が不足する市町村への技

術的支援をより積極的に推進してまいります。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ．事業の実施計画  

公益事業（社会資本整備支援事業）  

１．研修事業 

 ・アンケート結果や受講者の要望、時代のニーズを踏まえ、建設現場の生産性向上を 

目指した DX・i-Construction など新しいテーマを取り入れ、内容を充実 

 ・浜田･隠岐地区のリモート開催や新型コロナウイルス感染症対策に配慮した研修方 

法とし、より多くの人が受講しやすい研修を実施 

（１）研修  

① 主催研修 

建設技術者及び県・市町村の土木系技術職員を対象に、専門的技術知識や現場業

務の知識、応用能力等の習得のため、当センターで企画した土木技術講習会を実施

します。  

令和５年度も要望の高いインフラの維持管理に関するテーマに重点を置き、土木

工事における DX（ICT、BIM/CIM など情報通信技術の活用）の推進や山陰道の工

事現場見学会のほか、安全管理や危機管理等を含め２１回の講座を実施します。  

また、感染症対策に配慮した会場設営を行うと共に、松江を主会場として浜田・隠

岐地区に Web を活用したリモート方式によるサテライト会場を設置します。今後、

会場から離れた地域に新たなサテライト会場の設置を検討していきます。  

なお、市町村職員の参加については、受講料の全額を助成する事業を島根県土木

協会と共催で昨年度に引き続き実施し、参加を促進します。 

② 島根県土木部受託研修 

県・市町村の土木系技術職員を対象とした基礎的知識や専門的知識修得のための

効果的な研修を実施します。 

 対 象 者 
令和４年度実績 令和５年度計画 

備 考 
講座数 参加人員 講座数 参加予定人員 

主催研修 

県・市町村職員 

２０ 

２７６ 

２１ 

２８０ 

 

一  般 １，８３２ １，９８０ 

小  計 ２０ ２，１０８ ２１ ２，２６０  

受託研修 県・市町村職員 ３０ ８８８ ３２ １，１４３  

合  計 ５０ ２，９９６ ５３ ３，４０３  



③ 共催研修  

センターの目的に沿った、建設技術者等の資質向上のための研修を建設産業の 

関連団体等と共催で実施します。  

ア）市町村職員研修（島根県土木協会と共催）  

県内市町村職員の専門的技術・知識の習得、現場業務の知識と応用能力を習得

するための講習会を開催します。  

イ）リカレント研修（島根県建設業協会と共催）  

県内の若手建設技術者等を対象に、既存スキルを高め､新しいスキルを手に入

れる「学び直し」研修を実施します。  

建設技術者に必要なコミュニケーションスキルと、土木技術力向上に必要な

講義をメニューとして、将来の建設業を担う技術者を育成します。  

参加募集人員 ２０名  

ウ）災害講習会（島根県土木部と共催）  

島根県土木部と共催で、県・市町村職員、建設コンサルタントなど災害担当技

術者を対象に災害査定官・立会官を招き災害査定の知識、注意点等を内容とし

た講習会を実施します。 

④ 市町村職員派遣研修 

     市町村職員の人材育成や当センター施策の推進のための人的援助を目的とし

て、市町村職員の派遣受け入れ事業に取り組みます。 

 

 

（２）普及啓発 

① 建設技術セミナー２０２３の開催 
話題性のあるテーマでセミナーを開催 

② 広報活動 
ホームページに建設産業関連団体が主催する研修等を掲載 

③ 新技術・新工法への取組 
中国地方建設技術開発交流会への参画 

 
 

 

 



２．支援事業 

・品確法における発注者責務の明確化を踏まえ、公共事業を実施する市町村へ積極的

に支援を進める 

・公共事業の実施に係る市町村の抱える課題等を把握するとともに、センター事業の

PR を行い支援の拡大を図る 

・受託工事において、業務の効率化や生産性向上を図るため、センターの費用負担に

よる ASP（発注者と受注者間の情報共有システム）や遠隔臨場の導入を進める 

（１）建設工事に関する設計書作成及び施工監理業務等 

① 市町村が行う建設工事に関する設計書作成及び施工監理業務の受託 
・橋梁補修工事、公共下水道、道路改良工事等の設計書作成及び施工監理業務 

 １４市町村 ４５件 
工事費 ３,５７０,０００千円、 受託見込額 ５２，３６５千円（税抜き） 

                           ５７,６０１千円（税込み） 

 

② 県が行う建設工事に関する設計書作成及び施工監理業務の受託 
・橋梁補修工事、道路改良工事等設計書作成及び施工監理業務 

 ３事務所 ６件 
工事費  ５６２,９４１千円、 受託見込額 １８,１２２千円（税抜き） 

                        １９,９３４千円（税込み） 

     ・災害復旧工事設計書作成及び施工監理業務 
３事務所 ８件 

工事費  ５３３,５０２千円、 受託見込額 １９,９１５千円（税抜き） 

                        ２１,９０６千円（税込み） 

 

   ③ 災害等緊急時支援 
風水害等により災害が発生した時、被災した公共土木施設の復旧の支援要請

を受け、工法、設計・積算等の技術支援、助言を行います。 

 

④ 市町村支援の充実 

橋梁長寿命化修繕工事、総合評価落札方式等の入札業務及び工事竣工検査補

助業務など市町村に対して、センターの活用を働きかけます。 

また、引き続き「何でも相談窓口」（ヘルプデスク）により、公共工事につい

て市町村からの相談に応じていきます。 
なお、石見･隠岐地域においては、タブレットを使った遠隔臨場の手法を検討

します。 
 



（２）公共土木施設維持管理支援 

① 島根県公共土木施設維持管理システムの管理 

島根県公共土木施設維持管理システムの管理を行い、橋梁、トンネル、河

川、砂防等の公共土木施設情報の一元管理により維持管理業務の効率化を図り

ます。 

② 公共土木施設の点検・診断等の支援 
県及び市町村が実施する道路橋を始めとする公共土木施設の点検・診断等に

あたり、指導や助言を行います。 

また、県技術管理課等と連携し市町村への PR 活動を強化します。 

 
（３）安全・安心な島根づくり活動支援助成事業 

災害防止、防災意識の啓発活動等を行う団体を支援するための助成事業を行

います。   助成金額：３００,０００円 

 

 

３．組織体制 
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